


序　　　　　文

インドネシアの都市部では、急速な人口増に伴って住宅不足が深刻化し、その対応策として中

高層集合住宅の開発が注目されてきました。これに対してわが国は、個別専門家の派遣や無償資

金協力などの協力を行ってきましたが、インドネシア政府はこれら一連の協力を基盤に、中層集

合住宅の建設にかかる適正技術の開発とその情報の普及を行いたいとして、新たにプロジェクト

方式技術協力を要請してきました。

これを受けた国際協力事業団は事前および長期の各調査を経て平成５年９月に討議議事録（Ｒ

／Ｄ）の署名を取り交わし、同年11月１日から５年間にわたる「インドネシア集合住宅適正技

術開発プロジェクト」の技術協力を実施してきました。

今般はプロジェクト終了を約４カ月後に控えて、その活動実績、管理・運営状況などを評価・

判定することを目的に、平成10年６月29日から７月10日まで、建設省建築研究所第六研究部長

　熊　建夫氏を団長とする終了時評価調査団を現地に派遣しました。

本報告書は、同調査団の評価結果を中心に取りまとめたものです。

ここに、調査団の各位をはじめ外務省、建設省、在インドネシア日本大使館など、調査にご協

力いただきました内外関係各機関の方々に深く謝意を表するとともに、今後とも国際協力活動へ

のご支援を賜りますよう、お願い申し上げる次第です。

平成10年８月

国際協力事業団
理事　 泉　堅二郎
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第１章　終了時評価調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

インドネシアの急速な都市化に伴う深刻な住宅不足に対処するため、国際協力事業団（JICA）

は同国政府の要請を受けて「インドネシア集合住宅適正技術開発プロジェクト」の技術協力を実

施してきた。

本プロジェクトについては、1992年９月の事前調査団派遣を皮切りに、２次にわたる長期調査

を経て1993年９月６日、実施協議調査団が討議議事録（Record of Discussions：R/D）の署名をイ

ンドネシア側と取り交わし、同年11月１日から技術協力を開始した。プロジェクトはインドネシ

ア公共事業省研究開発総局人間居住研究所（RIHS）を実施機関として行われ、同国の住宅をめぐ

る諸状況（住習慣、建設技術、現地供給可能な材料、住環境など）に適した実用可能な都市型集

合住宅プロトタイプを開発するために、①施工、②住宅計画、③構造、④建築材料、⑤防災、⑥

衛生配管、⑦広報普及の７分野の技術改善、建築基準などに関する提案を行ってきた。

このために派遣した専門家は長期専門家延べ11名、短期専門家延べ54名にのぼり、研修員12名

を受け入れたほか、２億円近い（1998年度協力予定分も含む）機材供与が行われている。

この間、1994年12月には計画打合せ、1996年９月には巡回指導調査団が派遣された。

これ以外にも、プロジェクトに先立って個別専門家の派遣、無償資金協力、第三国研修などの

協力も行われている。

今般、プロジェクトの終了を約４カ月後に控え、これまでの活動全般の評価を行うために、本

調査団が派遣された。調査団はプロジェクトの活動、運営・管理状況、カウンターパートへの技

術移転状況などの情報を収集して確認を行うとともに、当初計画に照らして収集した情報を分析

し、評価５項目（目標達成度、効果、効率性、計画の妥当性、自立発展性）の観点から技術移転

の達成度を判定・評価する。また、評価結果を日本・インドネシア双方で確認したうえで、協力

期間終了までのプロジェクト活動についてインドネシア側と協議する。そのうえで評価結果から

提言、教訓などを導き出し、今後の協力のあり方や実施方法の改善に資する。

本調査団の調査項目は、以下のとおりである。

(1)  当初計画

(2) 協力実績

(3) 管理運営状況

(4) 技術移転達成状況

(5) 評価５項目による評価

(6) 成果および目標達成を阻害した要因の分析

(7) 今後の協力方針に関する検討
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１－４　主要面談者

＜インドネシア側＞

BAPPENAS（国家開発企画庁）

　　Sujana Royat Head of Bureau

MENPERAKIM（住宅担当国務大臣府）

　　Suroto Martomidjojo Secretary of Ministry

The Ministry of Public Works（公共事業省）

　　Rachmadi B. S. Minister

BALITBANG（公共事業省研究開発総局）

　　Joelianto Hendro M. Director General

CIPTAKARYA（公共事業省人間居住総局）

　　Gembong Priwono Director General

　　Aim Abdurachim Director of Bina Teknik

Perum Perumnas（住宅都市開発公団）

　　Harun Hadinegoro Director of Planning and Development

The Research Institute for Human Settlements（RIHS：人間居住研究所）

　　Sutikni Utoro Director

　　Fanani Aziz Head of Administration Division

　　Suprapto Head of Research Division

　　Randing Head of Building Material Division

　　Rahim Siahaan Head of Clean Water Division

　　Yacob Ruzuardi Head of Environment Division

　　Sjafei Amri Head of Building Structure Division

　　Sakti Prajitno Coordinator of MSRB-PTTC

＜日本側＞

　　高橋　泰一 チームリーダー

　　圓尾　忠義 調整員

　　安藤　康広 長期専門家

　　井上　嘉明 長期専門家

　　斎藤　元司 長期専門家

在インドネシア日本大使館

　　徳永　良雄 二等書記官
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JICAインドネシア事務所

　　諏訪　　龍 所長

　　佐々木弘世 次長

　　片山　裕之 職員

１－５　終了時評価の方法

終了時評価は、JPCM（JICAプロジェクト・サイクル・マネージメント）手法に基づいて行われ

た。JPCM手法による評価とは、プロジェクト管理のための要約表であるPDM（プロジェクト・デ

ザイン・マトリックス）を用い、評価５項目（目標達成度、効果、効率性、計画の妥当性、自立

発展性）の観点から行う多面的な評価である。

通常、JPCM手法を用いて評価を行う場合には、プロジェクトの開始時点から同手法に基づいて

PDMが作成され、活用されていることが前提となる。しかしながら、本プロジェクトにおいては、

開始時点においてPCM手法がまだJICAにより本格的に導入されていなかったため、PDMは作成され

ているもののその後の必要な改訂がなされておらず、内容に改善の余地があった。そこで、本調

査においては、調査団と現地のプロジェクト関係者の協議により、既存のPDMを見直し、実態を

より正確に反映する形に部分的に改訂したうえで、そのフレームワークに基づいて評価を行った。

各団員は質問票を用いて専門家、カウンターパート、そのほかプロジェクト関係者に対しイン

タビューを実施したり、事前に送付した質問票に対する結果を分析するなどして、上記の５項目

による評価を行った。

また、評価にあたっては、プロジェクトの目標として当初予定した水準を達成した場合を４と

し、当初予定以上の成果が発現した場合を５とする５段階からなる評価尺度を調査団で設定し、

これに基づいてプロジェクト目標や成果の達成度の評価を行った。
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第２章　要約

本調査団は、1993年11月１日から始まった国際協力事業団のプロジェクト方式技術協力「イン

ドネシア集合住宅適正技術開発プロジェクト」が、1998年10月末をもって当初予定期間（５年間）

終了することを踏まえ、その成果について最終評価を行い、提言を行うことを主たる任務として

いる。

バンドンの人間居住研究所（RIHS）での調査の前に、ジャカルタにて公共事業省大臣をはじめ

として関連する広範な人々と協議する機会があった。彼らは総じて本プロジェクトの意義を高く

評価している。ただし、現下の経済情勢には困惑し切っている様子であった。

今回の調査のひとつのポイントは、プロジェクトを取り巻く外部環境の変化がいかにプロジェ

クトに影響を及ぼしているかであった。第１は、実験住宅が突然当時の公共事業省大臣の命によ

り階数が倍増されたことであり、第２には、ここ数カ月間の急激な通貨下落による経済不振、そ

れに伴う政府予算の縮小、第３は、上記の影響も重なって、実験住宅のインドネシア側負担部分

の建設の進捗状況が停滞していることである。各技術分野により影響の程度の差はみられたが、

代替措置を取っている分野もあった。

ミニッツ（資料１）の内容に関しては、インドネシア側に多少苦言を呈した部分もあるが、さ

して異論もなく了解・合意に達した。インドネシア側の署名者として日本側は当初、人間居住研

究所所長と公共事業省研究開発総局長を予定していたが、後者は結果的に署名に加わらなかった。

評価の要旨は以下のとおりである。

(1) 「プロジェクトの全体評価」については、外部環境の変化の影響をまともに受けた分野があ

るものの、おおむね一定の成果をあげている。

(2) 「計画達成度」に関しては、各技術分野（住宅計画、施工、構造、建築材料、防火、衛生配

管）でばらつきがあるものの、一部を除いておおむね良好である。

(3) 「評価５項目」については、以下のとおりである。

  1）まず、＜目標達成度＞に関しては、上記でも触れたとおり、外部条件の変化の影響をま

ともに受けた技術分野があるものの、集合住宅建設にかかる最終提案を取りまとめ中であ

り、おしなべてよい成果をあげている。

  2）＜効果＞については、実験住宅建設を通して、各技術分野間の協力体制・統合の必要性

が認識されたことや、人間居住研究所のカウンターパートが研究成果を実際の建築物／政

策に反映・結実させることの困難さを自覚するようになったなど、プラスの面が多く、特
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にマイナスの面は見受けられなかった。また、インドネシア側は、本件プロジェクト終了

までの成果を活用して、新たな集合住宅に関する「ガイドライン」を1999年に作成予定と

のことであり、これが実現すれば、５年間の協力期間中に達成されるべきプロジェクト目

標のさらに上の目標である上位目標の一部も達成されることになる。

  3） ＜効率性＞に関しては、供与された機材は有効に活用され、有意義な成果を生み出すこ

とに大いに役立っている。パサールジュマットの実験住宅については、建築の過程で施

工・構造などの有益なデータが得られたほか、インドネシア側負担部分の完成を待って残

されたモニタリングを遂行することにより、予定されていたリターンを得られるであろう。

  4）＜計画の妥当性＞に関しては、上記にも述べたとおり、人間居住研究所の上位機関の関

係者との面談からもこのプロジェクトの有意義性、また、政策としての低所得者層向け集

合住宅建設の優先度の高さが確認されている。

  5）＜自立発展性＞については、国家経済の不安定から、財政面にやや不安が残るものの、

組織・制度面および人的・技術的側面に関しては、上記のように今プロジェクトの重要度

からみて、今後も期待できる。

(4) 「提言」に関しては、プロジェクト期間終了までに集合住宅の最終提案をまとめること、パ

サールジュマットの実験住宅のインドネシア側負担部分の完成および入居を急ぎ、当初予定

されていたモニタリングが計画どおりに行われることなどに言及している。なおこの際、実

験住宅Ａ棟の４階から10階まで（インドネシア側負担部分）の構造安全性について再検査の

必要性を感じたので付言する。この点に関しては、研究開発総局長および人間居住研究所長

は直ちに対応策を取るべく、部下に指示を出した。

(5) 「プロジェクト終了後の考察」については、公共事業省レベルではなく、人間居住研究所長

から口頭でパサールジュマットの実験住宅Ａ棟の完成のための資金手当て、およびさらなる

技術開発のための協力に関する問い合わせがあった。調査団としては、４階から10階までは

インドネシア側で責任をもって仕上げるべきであり、入居が確認された後に、残されたモニ

タリングに関してフォローアップ協力が考慮される可能性があることを述べた。
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第３章　プロジェクトの当初計画

３－１　プロジェクトの成立と経緯

インドネシアにおいては、全人口約２億人の６割、すなわち日本の総人口１億2000万人にほぼ

匹敵する人口が全国土の７％にしか満たないジャワ島に集中している。特に、ジャカルタに代表

されるインドネシアの都市部においては、人口の急速な増大に伴う住宅不足が深刻化している。

また、国民の多数を占める低所得者層に対する住宅供給は遅々として進まないのが実情である。

そのなかで中層集合住宅は限られた土地と既存のインフラを活用しつつ都市住宅需要に応える方

策として注目されている。

プロジェクト実施機関の人間居住研究所（RIHS）には1980年以来、個別専門家派遣（耐震工学、

住宅政策分野、計７名：1982～1993年度）、建物・機材の無償資金協力（人間居住研究所整備計画：

1989年度14.41億円、1990年度7.16億円）、２分野の第三国研修（地震工学：1981～1991年度、住

宅政策：1987～1991年度）の実績がある。インドネシア側はこれら一連の協力を基盤に中層集合

住宅建設にかかる適正技術の開発およびその情報の普及を内容とするプロジェクト方式技術協力

の要請をしてきた。

このプロジェクトの期待される「成果」は、①RIHSを中心に集合住宅建設推進のための組織体

制が整う、②集合住宅プロトタイプに関する現地の事情に合った包括的な建設第１次提案がなさ

れる、③上記提案が実際の住宅建設現場で試行される、④前記③の試行結果をもとに建設の最終

提案がなされる、⑤開発された技術情報が外部関係者へ公開される、⑥RIHS職員の研究開発、試

験検査の技術能力が向上する、であり、「目標」は、「開発された実用可能な都市型集合住宅プロ

トタイプに基づき協力分野（広報普及、施工管理、計画、建築材料、構造、防災、衛生配管）の

技術的および法的基準に関する提案を行う」ことである。

３－２　プロジェクト目標・活動計画・投入計画

標記の各事項を取りまとめたプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）は表３－１のと

おりである。
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３－３　プロジェクト・デザイン・マトリックス(PDM)の改訂

プロジェクトの基本的な方針や計画はマスタープランやPDMに記載されている。しかしながら、

このPDMは、実施協議時に承認されたままの形であり、その後の状況の変化に合わせたPDMの改

訂が行われていなかった。

今回は、すでに終了に近い時点での評価であり、基本的にはPDMを改訂すべきではないが、評

価の基本的なツールであるPDM計画の変更を反映していないと、評価作業が困難であり、かつ不

正確となる恐れがあるため、調査団と現地のプロジェクト関係者（専門家およびカウンターパー

ト）で協議し、以下のような最小限の修正を施した。

(1)   プロジェクト目標に対する指標を成果のそれと区別するために、以下のような表現の改訂

を行った。

　【改訂前】設計図面、仕様書、各種マニュアル、積算書、法的基準に関する提案

　【改訂後】設計図面、仕様書、各種マニュアル、積算書などが法的基準に関する提案として

　　　　　利用されるようによくまとめられている。

(2)   成果の第５項に対応する活動の第５項目は、活動の対象の拡大にもかかわらず、改訂され

ていなかったため、以下のように、一般向けの広報普及と技術者・行政関係者に対する技術

普及の２本立てに書き改めた。

　【改訂前】

５－１　技術情報に関するパンフレット、テキスト、視覚機材を作成する。

５－２　外部関係者への研修、セミナーを開催する。

　【改訂後】

（広報普及分野）

５－１　広報のターゲット・グループのニーズを調査する。

５－２　広報活動を実施する。

５－３　広報に関する技術研修を行う。

５－４　情報ネットワークを構築する。

（他協力分野）

５－１　技術情報に関するパンフレット、テキスト、視覚機材を作成する。

５－２　外部関係者への研修、セミナーを開催する。



－10－

(3)  これら以外にも改善を要すると思われる点は以下のとおりである。

  1）上位目標・プロジェクト目標・成果のおのおのの「指標」や「指標の入手手段」が内容

や時間の点で明確とは言いがたい。

  2）活動項目に、プロジェクト全体のモニタリングという重要項目が含まれていない。
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第４章　評価結果

４－１　全体評価

４－１－１　計画達成度

(1)   投入

  1）日本側投入

 a）専門家派遣

プロジェクト開始当初から現在まで、チーフアドバイザーと業務調整の各２名の長

期専門家および住宅計画、施工、構造の３分野の長期専門家あわせて11名が派遣され

てきている（プロジェクト期間中の交代あり）。また、1997年度末までに広報普及を除

く６分野の短期専門家が延べ50名派遣された（訪問回数により計上）。専門家派遣につ

いては、当初予定した規模の投入が実施された（他の日本側投入項目についても同様

である）。

 b）研修員の受入

日本側は、1997年度末までに、12名のカウンターパートを研修員として受け入れている。

 c）資機材供与

日本側は、温湿度計測装置や加力ジグなど、合計約２億円相当の資機材を供与して

きている。

 d）ローカルコスト負担

日本人専門家の活動経費としての一般現地業務経費が、1997年度末までの累積額で

約3500万円支出されている。

  2）インドネシア側投入

 a）プロジェクト用地、建物、施設・機材の提供

① 集合住宅プロトタイプ建設用地（3704m2）とモックアップ建設用地（625m2）

② RIHS内の日本人専門家、インドネシア側カウンターパートの事務室

③ 実験室、ワークショップ、屋外実験棟など

 b）職員配置

これまで29名のカウンターパート（研究者）と約100名のテクニシャンがプロジェク

ト活動に参加し（期間や時期は異なる）、また、RIHSの事務・管理部門のスタッフも

常時プロジェクトの活動を支援した。

 c）運営費の負担

本プロジェクト向けの研究費という形で施設費を含む運営費が、1997年度末までの

累積額で約８億500万ルピア支出されている。
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(2)  活動

本プロジェクトでは、PDMの活動の欄に示されたような活動が計画され、実施された。こ

れらは、具体的には７分野（施工、住宅計画、建築材料、構造、防災、衛生配管、広報普

及）における、1)プロジェクトの組織・体制の確立、2)集合住宅プロトタイプ向け第１次

提案の作成、3)第１次提案の試行、4)最終提案の作成、5)広報普及、6)人材開発にかかわ

る活動である。なお、当初計画では明示されていないが、3)は、実際の建物の建造を伴う

ものである。これらの活動項目は、成果項目に対応する形で時系列的に設定されている。

これら６項目のうち、1)プロジェクトの組織・体制の確立の結果は以下のとおりである。

  a）人材、執務室、機材などは、上記の投入でみたように、ほぼ予定どおり確保された。

1996年度までは、一定額の運営費も確保されたが、1997年度に入ってからは、特にイ

ンドネシア側の運営費が経済危機の影響で大幅に削減されている（1994年度から1996

年度までは、年平均約２億3000万ルピアが支出されたが、1997年度には約１億2000万

ルピアに減額された）。

  b）プロジェクト運営および集合住宅プロトタイプ建設のための関係機関の間の連携・

調整は、主に合同調整委員会の形で開催されてきた。

  c）研究以外の他の活動の状況は、以下のとおりである。

① 総務：一般現地業務費や機材調達にかかわる財務管理と機材調達その他の事務管理

が、業務調整員により行われた。これに対し、インドネシア側はカウンターパート

のほか、RIHSの事務・管理スタッフが必要な支援を行った。

② プロジェクトのモニタリング：モニタリングは、ｉ）合同調整委員会の開催、ｉｉ）

分野別の実務者会議（月に２回程度、専門家とカウンターパートが出席）の開催、

ｉｉｉ　）四半期報告の作成などにより行われた。

  d）さらに、運営管理面で特記すべき事項としては、以下の２項があげられる。

① 1996年中に研究協力の７分野が３分野にくくられた。主に関連分野間の連携を強め

るためにより大きな研究者のグループで意見交換などを行うものであり、細かな研

究内容に変化はない。

② 当初、プロジェクトチームは、５階建の集合住宅プロトタイプの建設を予定してい

たが、インドネシア政府からの強い要請により、計画が10階建てに変更された。ま

た、これに関連して、JICAは、３階までの建設コストの負担を行い、残りをインド

ネシアが負担することが取り決められた（資料12参照）。

（その他の活動については、各分野の具体的な活動実績として、４－２「分野別評価」

のなかで詳細に記述する）
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なお、分野横断的な成果項目１．の達成状況は、以下のとおりである。

［成果１：RIHSを中心に集合住宅の技術開発のための組織体制が整う］

指標：組織の人員配置状況、予算配分・執行状況、事務所施設、機材配置状況、各種委員

会の設置、円滑な運営

本項目の結果は、まず、人員配置に関しては、やむを得ない事情もあるものの、インド

ネシア側からのフルタイムのカウンターパートの配置が十分でなく、また、その交代の頻

度もやや高かった（現在のカウンターパート数は、約14名であるが、これまで全体で約20

回の交代があった）。

予算配分・執行状況、事務所施設、機材配置状況などは、昨今の経済危機によるインド

ネシア側の予算の削減を除けば、ほぼ順調であった。また、日常的な財務管理や機材調達

事務などは、既述のとおり、日本側の業務調整員を中心に特に問題なく実施されてきてい

ると思われる。なお、活動項目のひとつである、実験住宅の建設に関しては、既述のとお

り、インドネシア政府の意向で当初計画が大きく変更されたり、また、その監督権限を持

つジャカルタ特別区が各種の許認可手続きの進行に手間取り、実際の建設が大きく遅延す

ることとなった。また、合同調整委員会自体も地理的な理由で関係者が必ずしも十分に集

まらなかったりするなど、十分に機能したとはいえない。

結論としては、必ずしも本プロジェクトだけでコントロールできない外部的な要因にも

影響され、プロジェクトが、組織・総務（技術開発に対する各種の事務的サポート）・人

事（スタッフの数）・財務の面で、いくつかの課題を抱え、技術開発・技術移転に影響が

出ていると判断される（５段階評価：2.5）。

(4)  プロジェクト目標

本プロジェクトのプロジェクト目標は、当初以下のように設定された。

Proposals on the technical and legal standards based on the applicable multi-story

residential building prototype in 6 technical fields sre made.

【Indicator】：Design drawings, specifications, manuals in various steps, reckoning

　　tables, proposals on the legal standards.

（訳）開発された実用可能な都市型集合住宅プロトタイプに基づき協力分野の技術的およ

　　び法的基準などに関する提案を行う。

【指標】設計図面、仕様書、各種マニュアル、積算書、法的基準に関する提案書

指標に関しては、今回の調査のなかで、関係者の協議により以下のように改訂した。

【Indicator】：Design drawings, specifications, manuals concerning various steps of
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上位目標第１項の集合住宅の建設に関しては、昨今の経済危機の影響が今後明らかに及

ぶと思われる。経済要因を除いても、プロジェクト成果を生かした形で建設が進むには、

建設の主体であり、成果品のユーザーでもある住宅都市開発公団（Perum Perumnas） や地

方自治体との連携が必須となる。この意味で、一部の自治体との連携には、特筆すべきも

のがあるが、住宅都市開発公団との連携には、いっそうの改善の余地があるように思われ

る。

第２項の住宅関連基準の改正に関しては、実現の可能性が高い。すなわち、基準を管轄

する人間居住総局の技術局とRIHSとの間には、強い協力関係がみられる。同局によれば、

プロジェクトの成果を生かした形での集合住宅に関する基準１の策定が、1999年にも行わ

れる見通しである。

(6) スーパーゴール

プロジェクトのスーパーゴールとは、上位目標が貢献する、さらに長期的な目標である。

たとえば、プロジェクト終了の10年後を目標に設定されるような究極的課題である。ここ

でも、達成状況よりも達成の見込みについて述べる。当初設定されたスーパーゴールとそ

の指標は以下のとおりである。

Appropriate multi-story residential building is provided for the low income people in the city.

【Indicator】：Number of MSRB completed or under construction is large./Occupation rate of

　　flats is high. Appreciation of the flats by tenants is high./Price of the flats is appropriate.

（訳）都市の中低所得者層に適正な住宅が供給される。

【指標】：建設戸数が多い／入居率が高い／入居者による住宅の評価がよい／住宅の価

　　格、規模、設備が適切である。

将来的に上位目標が実現された場合、これは、確実にスーパーゴールへ貢献するものと

思われる。

しかしながら、スーパーゴールが実現する、すなわち、低所得者層への集合住宅の供給

が量的に広がるためには、上記の上位目標の実現に必要な外部条件に加えて、低所得者層

への低金利の融資など、公的な支援が必要と思われる。こうした制度は、既存のPDMには

記述されているものの、現時点では整備されていないため、将来的には、こうした制度の

導入が必須である。

１　資料３に既存の住宅関連基準の表紙の英訳あり。新たな基準は、おそらくこの現行基準と同様の体裁・形

　
式で策定

　
される（加筆訂正、もしくは別冊）と思われる。
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４－１－２　５項目による評価

(1)   目標達成度

本項目は、主にプロジェクト目標の達成原因について明らかにする項目である。分野別

の細かな状況については、４－２に詳述されているが、概況は、以下のとおりである。計

画の達成度に分野間でばらつきがあるのは、外部的な阻害要因の各分野への影響の度合

いの違いと内部状況（研究者の努力、チームワーク、投入の適切さ）の違いによると思

われる。

  1）分野１（施工）

すでに計画達成度でみたように、本分野では、かなりの実績があがっているものの、

完全には所期の目標に達成していないと思われる。原因は、外部的な阻害要因により、

実験住宅の建設が遅れたことによる。具体的には、実験住宅建設地の変更、インドネシ

ア政府の要請による当初の建設計画の５階建から10階建への変更、さらに、実験住宅を

管轄する行政側（ジャカルタ特別区：DKI)との住宅建設の認可にかかわる折衝の長期化

などである。

  2）分野２（住宅計画）

プロジェクト目標・成果ともによく達成されているが、これは、上記の阻害要因にも

かかわらず、研究者が代替手段を講じ、その影響を最低限に食い止めたことによる。

  3）分野３（建築材料）

限られた地区での現地の建材のサーベイとなったことなどにより、必ずしも十分な結

果とはなっていない。

  4）分野４（構造）

多くの成果は有用であり、プロジェクト目標もよく達成されている。これは、機材の

調達の遅れ、予算の不足、実験住宅建設地の変更などの阻害要因にもかかわらず、活動

がほぼ当初予定どおり行われたことによる。

  5）分野５（防災）

本分野の最終的な提案については、有効性の検証が十分とはいえず、課題として残っ

ている。これは、分野１で述べたような阻害要因の影響を受けたことによる。

6）分野６（衛生配管）

本課題では、浄化槽に関するいわゆる第１次提案の試験が十分でない。これは、外部

的な阻害要因の影響による。

このほかに考慮すべき点としては、インドネシア側カウンターパートの数が、必ずし

も多いとはいえないことに加え、彼らの人事異動に伴う交代がやや頻繁であったことが

活動に多少は影響を及ぼし、結果的に研究者の養成の数の面では限定されたと思われる。
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(2)   効果

JPCM手法における「効果」とは、プロジェクト目標レベルや上位目標レベルで実現され

る、当初予期されなかった効果のことである。上位目標の達成見込みの項で触れたような

当初予期された効果以外に、さらに、以下のような当初予定されていなかったプラス面の

効果（あるいは、その可能性）が認められる。

  1）人間居住研究所（RIHS）は1953年に設立されて以来、自国の建築技術の開発研究のほか

に、国連工業開発機関（United Nations Industrial Development Organization：UNIDO）の支

援による基礎研究活動の実施、また国連アジア太平洋経済社会委員会（Economic and Social

Commission for Asia and the Pacific：ESCAP）における高温多湿遅滞の建築技術研究センタ

ーとしての活動を行ってきている。当初から低価格建築・住宅開発に寄与する研究開発を

行ってきており、これらの成果はこれまで研究報告書として発行されている。また、研

究成果の一部は公共事業省人間居住総局の技術局が策定する規格・基準に採用され、住

宅都市開発公団の住宅建設などに大きな貢献をしてきている。このようにRIHSの技術研

究開発の成果は、インドネシアの建築・住宅建設に対し重要な役割を果たしてきている。

　　RIHSはこれまでさまざまな建築材料による実験住宅を建設してきているが、鉄筋コン

クリート造（Reinforced Concrete造：RC造）の中層住宅の建設は未経験であった。そのた

めに、新規プロジェクトチームを形成して取り組むことが当初から求められた。プロジ

ェクト方式技術協力で対象としていた技術分野は、住宅計画、施工、材料、構造、防災、

衛生配管の６項目で、当プロジェクト開始時点から、これらの分野を横断的にかつ総合

的に推進する体制を導入した。これまでのRIHSの研究開発方法は、それぞれ個別の技術

研究項目に沿って実施するというやり方が多く、また、同じ建築材料分野でも研究者相

互間の連携も十分とはいえず、まして他分野にはほとんど関心を持たないという状況で

あった。この意味で、本協力を通じてきわめて画期的な実施体制を形成したことになる。

また、プロジェクト方式技術協力が、これらの技術分野それぞれの通常研究開発活動経

費よりも多くの活動予算で実行されていたこともあり、カウンターパートの研究者も熱

心かつ意欲的に参画してきている。

　　インドネシアという風土に適した実験住宅建設に対し、両国の専門家がこのような体

制下で５年間ともに努力したことによって、それぞれの技術分野の研究成果を絶えず確

認しながら最適解を見つけだしていくという経験をすることができたと判断される。し

たがって、プロジェクト方式技術協力開始当初に予期していなかった総合的研究開発の

実施体制の確立が発現された。これは、建築物を建設する際にきわめて重要な視点であ

り、RIHSにこのような実施能力が芽生えたことは評価に値すると思われる。

  2）次に、各技術分野に対する研究開発の活動の成果が低価格中層住宅設計図書として取
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りまとめられている。これらの設計図書は公共事業省、住宅都市開発公団にとっても、

また住宅担当国務大臣府（第２大臣補佐官：都市住宅担当）にとっても興味を引くもの

であった。インドネシアの大・中都市における住宅需要は急速に高まっており、日本と

インドネシアの共同研究によって作成されたこれら設計図書を必要としている都市が多

くあるものと思われる。実際に、今回の設計図書が、バンドン近郊にあるスメダン地区

で集合住宅（MSRB）の建設に採用された。これは、当案件当初に予期していなかった成

果であると考えられる。

以上２点が、上位目標で掲げられた事項以上の効果があったと認められる点である。

(3)  実施の効率性

本項目は、投入と成果の関係から効率性を判断する項目である。前項(2)までと同様、分

野別の詳細については、４－２に記述されている。概況としては、いわゆる実験住宅の建

設の遅れは、その住宅建設に対する投入という観点からみると、対応する成果の発現が遅

れているために、いくつかの分野での効率性の低下を招いているが、機材の活用度や専門

家の派遣は、おしなべて適当と思われる。そのほか個別的にみた課題は以下のとおりである。

 1）投入のタイミング

a）日本側：建築材料分野での投入にやや課題が残った。

b）インドネシア側：構造分野では、予算執行がやや遅れた。全体的にカウンターパー

トの交代の頻度が高く、技術移転という意味でやや非効率であったと思われる。

 2）投入の質・量

a）日本側：短期専門家の滞在期間がやや短いと思われる例があった。また、広報普及

（一般市民向け）の分野では、より大きな投入が望まれた。

b）インドネシア側：いわゆる経済危機により、1997年度からRIHSに対する予算が大幅

に削減され、経常的な研究活動に影響が出はじめている。

(4)   計画の妥当性

計画の妥当性とは、以下のような観点からみた、プロジェクトの計画が重要であり、かつ

合理性を持っているかどうかの判断である。本件に関しては総じて評価が高いと思われる。

 1）上位目標の妥当性

第６次５カ年計画（1994～1998）、現在策定中の第７次５カ年計画（1998～2003年）に

みられるように、インドネシア政府は、継続的に住宅政策を重視してきた。たとえば、

第７次５カ年計画案では、住宅居住政策の５重点項目のうちの１項目のなかで「集合住
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宅建設の必要性」について明確に触れている。また、公共事業省の人間居住総局（技術

局）も、集合住宅の建設を住宅政策の柱のひとつに位置づけている。

本プロジェクトの上位目標、スーパーゴールは、これらの政策に直接間接に関連して

いる。また、1990年の国政調査ではインドネシアの都市部の人口は約5500万人と確認さ

れているが、年平均４％の成長により2000年には約7800万人にも達するとの予測２もあ

り、適当な住宅に対する都市部の低所得者のニーズは将来にわたって非常に強いものと

推測される。

これらの点から上位目標の重要性は依然として大きく、妥当性は高いといえる。

 2）上位目標・プロジェクト目標・成果・活動・投入の相互関連

今回、より正確な評価のためにPDMが改訂され、本プロジェクトの骨格が明らかとなっ

た。いわゆる「プロジェクトの要約」を構成する、投入・活動・成果・プロジェクト目標・

上位目標・スーパーゴールの間に意味のある関連、すなわち、目的・手段の関係が認めら

れ、日々のプロジェクト活動の実践が、最終的には上位目標に結び付く形になっている。

 3）詳細計画の妥当性

上記のように大枠としての計画の妥当性は高いが、プロジェクト目標や成果の設定が

ややあいまいな面があり、たとえば、個々の分野において、質的・量的にどのような成

果品をいつまでに作成するかということより明確に設定すれば、全体的な成果は大きか

ったと思われる。

(5)   自立発展性

本項目は、プロジェクト終了後、相手国の実施機関が独力で活動および成果を維持発展

できるかどうかの評価項目である。制度的、技術的には自立発展性は低くないと思われる。

財政的には、経済危機の影響で不透明な部分で多いものの、現状を維持していくものと思

わ れる。

 1）組織・制度的側面

国家開発企画庁長官、住宅担当国務大臣府、公共事業省大臣、同省研究開発総局長、同

省人間居住総局長および技術開発局長、住宅都市開発公団、人間居住研究所関係者との協

議から、インドネシア側が低所得者層向けの中層集合住宅の建築基準に資する提案を行う

本プロジェクトおよびその後継続されるべき調査研究を重視していることが確認できた。

このため、人間居住研究所については、現在インドネシアが直面している金融・経済危機

にもかかわらず、研究所そのものとプロジェクトに関連した部署は、現状のまま維持され

２　公共事業省人間居住総局発行「第６次５カ年計画における住居居住政策」による。
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る見通しである。実際、現時点においては、研究者（約100名）および職員（全体で約300

名）の大幅な削減の計画はないとのことである。しかしながら、今後さらなる発展・組織

の拡張については、財政面上の問題から、不透明な部分があることは否めない。

また、日本から供与された機材は今のところ、よく活用され、よく維持管理されてい

る（資料９参照）。特に高額機材については、非常によく使われ、維持管理状態もよい。

ただし、人間居住研究所内の組織体制において、日本側から供与された機材のメンテナ

ンスおよびスペアパーツなどの管理をする部署に関しては、財政上の制約から十分に機

能しているとはいえず、供与機材のプロジェクト期間終了後の活用を考えると、その強

化が望まれる。

全体としてみれば、他の政府機関と比較して、組織・制度的側面は財政困難の折にも

かかわらず、安定しており、この傾向は今後とも継続するものと考えられる。

 2）財政的側面

周知のとおり、インドネシアは国家経済が大きな危機に直面しており、1999年以降の

国家予算については、予断を許さない状況である。国家として、経済困難に陥っている

以上、人間居住研究所への予算配分についても不透明な部分が多い。しかしながら、「組

織・制度的側面」の個所でも述べたとおり、低所得者層向けの中層集合住宅の建築は、

国家政策のなかで優先度の高い政策であり、かつ、人間居住研究所はその政策実現のた

めの重要な研究機関として位置づけられているため、同研究所は予算増加はともかく、

現状の機能を維持していくだけの予算を配分されるものと思われる。

一方で、パサールジュマットの実験住宅Ａ棟のインドネシア側負担・責任分（４～５

階：公共事業省人間居住総局、６～10階：住宅都市開発公団）の建設竣工に向けての今

後の対処方法および竣工後の同集合住宅の運営組織となる住宅都市開発公団の財政面を

含む運営方法などについては、はっきりとしていないところがある（ただし、これらに

ついては、プロジェクト目標の達成・自立発展性の観点からは、大きな部分を占めるも

のではないと考える）。

 3）人的・技術的側面

カウンターパートである研究者たちは、Ｒ／Ｄで明記された「住宅計画」「施工」「構

造」「建築材料」「衛生配管」「防災」「広報普及」の７技術協力分野中、特に「住宅計画」

「構造」「防災」の分野で大きな成果をあげており、これらの成果はこれからの関連調査

研究および将来にわたる実際の集合住宅の建設に有効に活用されるはずである。

また、「組織・制度的側面」の個所で記したように、人間居住研究所の組織が維持され

るのに伴い、研究者も現在の調査研究に従事し続けるはずである。加えて、今のところ、

カウンターパート研究者のなかで民間機関や教育機会といった外部組織に移った者はい
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ない。ただし、何人かのカウンターパートは昇進に伴い、人間居住研究所内のプロジェ

クト関連以外の部署に異動になってはいるが、研究成果の情報交換など何らかの形でプ

ロジェクトにかかわりを持ち続けている。あえて課題をあげるとすれば、管理部門の職

員や作業員はさておき、若い「研究者」の育成促進が望まれるところである。

全体としては、人間居住研究所の研究者と作業員の能力はこのプロジェクトにより向

上し、これからの活躍が期待される。
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第５章　提言および教訓

５－１　提言

(1)   プロジェクト終了時までに実施すべき事項

 1）本件プロジェクトの最重要成果品である低所得者層向け集合住宅建設にかかる「最終提

案」を形をもって仕上げる必要がある。具体的には「住宅計画」「防災」「衛生配管」とい

った実験住宅でモニタリングを行う予定の分野については、すでにいくつか実施されてい

るように、既設住宅やモックアップ住宅を使用して、類似のデータ収集・分析をできる限

りの範囲で行う。

 2）プロジェクト目標・成果を完全に近いものとするため、本プロジェクトにおいて占める

重要度がそれほどではないとしても、パサールジュマットの実験住宅はインドネシア側に

よりできる限り早く竣工され、居住者の入居が許可される必要がある。それにより、「住

宅計画」「防災」「衛生配管」といった実験住宅でモニタリングを行う予定の分野について

目標を完結することができる。また、その他の技術協力分野についても、より完全なもの

とするよう、インドネシア側のいっそうの努力が望まれる。

  3）技術・情報・資料・図面などのこのプロジェクトで得られた成果物は、きちんと整理さ

れなければならない。また、プロジェクト終了後もこれらがよりよく保存されるように、

そのシステム／管理手段を確立しておく必要がある。また、それらの成果物が、人間居住

研究所のみにとどめておかれず、広くインドネシア社会全体に普及するような仕組みも検

討しておく必要がある。

(2)   長期的提言

 1）本件プロジェクトで得られた成果がよりよく活用されるために、「住宅計画」「施工」

「構造」「建築材料」「衛生配管」「防災」といったそれぞれの技術分野が相互の情報交換

や合同研究などを通して緊密に連携され、統一的に研究される必要がある。これにより、

より効果的で、有意義な成果を生み出すことができると思われる。

 2）プロジェクト・デザイン・マトリックスにおける「上位目標」にあるように「（最終）提案

を考慮し、住宅関連基準を改正」「（最終）提案に基づき、実際に集合住宅を建設」す

るために、人間居住研究所と公共事業省人間居住総局、住宅都市開発公団および地方政府

といった関連機関・組織が緊密な連絡と協力を実施していく必要がある。

3）現在のインドネシアの経済および財政状態を考えると、すぐに実現することは難しいと

思われるが、機材を修理し、スペアパーツを管理するメンテナンスセクションまたはワー

クショップの強化が必要である。
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 4）今後、人間居住研究所の調査・研究の中核を担う有望な若い世代の研究者を教育・育成

する必要がある。できるならば、現行より長い期間、日本でトレーニングできるようなシ

ステムが望まれる。

また、本プロジェクトで得られた成果が高等学校の建築科および大学の建築学科などの

教育機関や公務員のトレーニングプログラムなどで活用されることが望まれる。特に、

「施工」はカリキュラムとして組み込まれていないので、新規に設けることが必要である。

これらの手段によって、当プロジェクトの成果がより広く社会に普及していくことにな

るであろう。

 5）建築の技術基準で材料に関係する事項のひとつに耐久性により規定される事項がある。

これは結果を得るために長い年月を要するため、将来鉄筋コンクリート造の構造物を普及

するのであれば、今から耐久性に関する本格的な調査研究を準備しておく必要がある。

これに関連して、インドネシア側負担部分の実験住宅Ａ棟４～10階の構造安全性につい

て、インドネシア側により再度調査する必要性が感じられた。

(3)  延長もしくはフォローアップの必要性について

人間居住総局や研究総局を管轄する公共事業省や住宅担当国務大臣府、または住宅都市開

発公団といった高次のレベルではないが、人間居住研究所は、インドネシア側負担部分のパ

サールジュマットの実験住宅Ａ棟４～10階の資金供与を含めた本件プロジェクトに対する日

本側の追加協力について、「要請」ではなく「（可能性についての）問い合わせ」を口頭でして

きた。これに対し、実験住宅の未完工分のインドネシア側の責任／負担については、以前に

日本側・インドネシア側双方で合意されていることを再度説明し、竣工／入居後に、フォロ

ーアップ協力の可能性があることを説明した。

フォローアップについては下記により、検討される必要があると考えられている。

 1）プロジェクト終了の仕方のオプション

　プロジェクト終了にあたり、とり得るオプションは一般的に以下のとおりである。

 a） 完全終了：プロジェクト目標はおおむね達成されたものとして、プロジェクトを終了

する。

 b） 単純（全面）延長：プロジェクト目標に至るすべての成果が未達成の場合に、規模（専

門家数など）をほぼ同じくして、プロジェクト期間を延長（たとえば、１～２年）する。

 c） フォローアップ：プロジェクト目標の一部が未達成の場合、規模（専門家数、受入カ

ウンターパート数、供与機材費など）を縮小して、時期をおかずに、プロジェクトを延

長（たとえば、１～２年）する。

 2）本件プロジェクトに関するとり得る選択
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本件について、フォローアップが適切な措置と判断される。しかしながら、フォローア

ップを当初期間終了後、直ちに開始するのではなく、開始のための条件を付すこととし、

何年後にフォローアップを開始するかについて現時点では設定しないこととする。本件の

場合、実験住宅への入居を条件とし、それが確認された後にフォローアップを開始する。

その確認方法としては、調査団、もしくはJICAインドネシア事務所による確認作業とし、

入居確認・再開目途を判断するプロセスを入れて、フォローアップ協力を開始するものと

する。以上の理由は、以下 3）に記すとおりである。

 3）フォローアップ（条件付き）選択の理由

 a）「住宅計画」「衛生管理」「防災」分野のモニタリングは代替策（既設住宅やモックアッ

プ住宅を使用して、類似のデータ収集・分析を行う）でかなりの部分はカバーできるが、こ

れを完全なものとするためには、実験住宅によるモニタリングが必要であり、今しばら

く時間を要する。

 b）第１次提案が完成しており、また、プロジェクト終了に向けて、最終提案をまとめて

いる過程であり、７分野のなかには十分な成果をあげているものもあることから、単純

（全面）延長は必要ないと判断される。

 c）インドネシア経済は困窮をきわめており、暴動などによる国政の混乱は、プロジェク

ト実施機関である公共事業省の人間居住研究所の動向を不確定なものとしている。

また、モニタリングのための実験住宅への入居時期についても不明な点が多い。その

主な理由としては、以下があげられる。

・竣工時期が不透明

・安全面への配慮から、竣工前の入居はインドネシア側の反対が予想される

・仮に竣工しても、入居許可を取るために要する期間が不確定

以上の理由で、プロジェクト終了後、すぐ継続してフォローアップを行うことは避け

るべきであると考えられる。

 d）プロジェクト目標・成果の完全達成にかかる見通しから、結論として、一定期間をお

いて実験住宅への入居が確認された後のフォローアップが妥当であると判断される。ま

た、インドネシアの政治経済情勢を考えた場合、先行きが依然不透明であることから、

再開（フォローアップ開始）時期を現時点で特定することは避けるべきだと考えられる。

したがって、実験住宅への入居を確認した後に、プロジェクトを再開（フォローアップを開

始）することが妥当であると考えられる。

５－２　教訓

以下に、本プロジェクトの評価から得られた、今後の同種のプロジェクト一般に有用と思われ
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る教訓を列記する。

(1)  プロジェクトの目標の具体化

本件においては、一定の成果が得られたが、計画立案の面で技術開発の目標設定に具体性

を欠いた部分がある。目標の具体化は、プロジェクトの運営管理をいろいろな面で効率化し、

かつ高い成果に結び付くので、プロジェクト期間の初期の段階でしっかりと目標を議論し、

PDMの指標の形で表すことが望ましい。具体的には、各技術分野ごとに成果品の完成時期・

体裁・量・質などに関する記述が必要と思われる。

(2)  モニタリングの充実

(1)とも関連するが、詳細な計画立案のうえに、定期的なモニタリング（進捗管理と軌道

修正）を的確に行うことが最終成果の向上につながる。そのためには、たとえば、PDM・

PO（活動計画書）を誰でも見られる壁に貼り付けておくなど、これら書式をツールと

してメンバー間で共有し、使いこなす必要があろう。また、モニタリングによりふさ

わしい書式（「モニタリング調書」）を導入することも検討すべきである。

(3)  プロジェクトの運営体制

本件では、活動事項のひとつである実験住宅の建設に関し、その監督権限を持つジャカル

タ特別区が、独自の制度を持つ自治体であるがゆえに、各種の許認可手続きの進行に手間取

り、実際の建設が大きく遅延することとなった。今後は、当初計画立案の際に十分注意して、

まず、重要な活動事項にかかわるすべての政府機関・自治体などの協力を事前に取りつけ、

これらを公式の協力機関として扱うことにより、プロジェクトへの支援体制を確立すること

が必要である。また実務的には、許認可を得るための必要項目など行政手続きの詳細につい

て、事前に確認しておく必要もあろう。

ただ、別の面では、本件を模範とすべき点もみられる。すなわち、本件では、研究機関で

あるRIHSと行政（集合住宅の建設基準を策定する人間居住総局の技術局）のつながりが強く、

RIHSが行政を通じて研究成果の実社会への影響を確認できる状況にある。諸外国においては

研究機関と行政機関との間に距離があり、研究の成果が実社会に生かされるには、プロジェ

クトの裁量を超えた外部条件に頼ることが多い。本件のような研究機関と行政機関の協力関

係は、ひとつのモデルとして、他国における研究プロジェクトにも参考になると思われる。

(4)  ハードコンポーネントを含む技術協力

本件は、プロジェクト方式技術協力でありながら、技術移転・開発の一部が実際の建物の
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建設を通じて行われるというユニークなアプローチを採用した。実用性という意味では、実

際の建設により、実験室レベルでは得られない成果が期待できる利点があるが、派遣された

専門家が本来の責務を超えて、現場監督の役割まで期待されたのも事実である。これについ

ては、現場の監督を行うべき相手方に技術力が不足しており、一方的にその責任を問うのは、

難しいと思われる。また、このようなアプローチは、相手方に比較的多額の財政負担が必要

となり、かつ、行政の意向によりプロジェクトの計画が影響されやすい面があり、運営管理

面からみると、不確実性を高めることになりやすい。今後、同様のアプローチを試みる場合

は、フィージビリティーの面などから十分な検討を必要とする。

(5)  カウンターパートの安定かつ十分な配置

本プロジェクトの課題のひとつは、プロジェクトに参加するカウンターパートが人数より

も時間的な意味合いで十分とは言いがたく、またその交代が頻繁であったことである。より

大きな成果をもたらし、かつ自立発展性を高めるうえで、プロジェクトの実施にあたっては、

人数的・時間的に充実し、かつ安定した人員（カウンターパート）を配置することが望まれる。
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資　　　料

１　ミニッツ

２　計画達成度表

３　５段階評価尺度

４　カウンターパートに対する質問票への回答結果

５　プロジェクト実績（研究レポートおよび設計図面）

６　報告書等

７　セミナー発表論文リスト

８　長期・短期専門家および研修実績

９　供与機材

10　携行機材リスト

11　パサールジュマット実験住宅10階建変更にかかる関連資料

12　パサールジェマット実験住宅図面

13　人間居住研究所俯瞰図

14　1999年に集合住宅用改訂版発行が予定されるガイドラインの表紙
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(2) 住宅計画分野報告書等

　◇1994/95年度研究課題：Dasar Perencanaan & Desain Rumah Susun dan Lingkungannya
　    （集合住宅と団地の基本計画・設計）
　　　実質的には、既存の集合住宅の実態調査と、問題点等の分析が行われた。
　　　年度末の総合報告書の他に、団地別の９冊の調査報告書が作成されている。
　　　１．Preliminary Survey on Multi-storey Residential Building in Bumi Ilir Permai-Palembang
　　　　　(Integrated Team & JICA Experts)
　　　２．Survey Report:Flat housing for Low Income In Surabaya
　　　３．Perencanaan & Desain Rumah Susun Sarijadi-Bandung
　　　　　(バンドン・サリジャディ集合住宅の計画と設計)
　　　４．Perencanaan & Desain Rumah Susun Pulogadung-Jakarta
　　　　　(ジャカルタ・プロガドゥン集合住宅の計画と設計）
　　　５．Perencanaan & Desain Rumah Susun Sewa Lette-Ujung Pandang
　　　　　(ウジュンパンダン・レッテ賃貸集合住宅の計画と設計)
　　　６．Perencanaan & Desain Rumah Susun Bandar Kemayoran-Jakarta
　　　　　(ジャカルタ・バンダルクマヨラン集合住宅の計画と設計)
　　　７．Perencanaan & Desain Rumah Susun Bumi Ilir Permai-Palembang
　　　　　(パレンバン・ブミイリルプルメイ集合住宅の計画と設計)
　　　８．Penelitian dan Pengembangan Perencanaan & Desain Rumah Susun serta Lingkungannya:
　　　　　Lokasi Rumah Susun Suka Perdana-Medan
　　　　　(集合住宅と団地の計画と設計に関する研究開発：メダン・スカプルダナ集合住宅)
   　     ９．Pengelolaan di Rumah Susun Bendungan Hilir Ⅱ dan Rumah Susun Pulo Mas
　　　　　(ジャカルタ・ブンドゥンガンヒリルⅡ集合住宅、プロマス集合住宅の経営)

　◇1995/96年度研究課題：(1) Studi Pengembangan Desain (設計開発研究)
　 　　 　　 (2) Studi Perkotaan Tentang Lokasi Untuk Rumah Susan
　 　　 　　　　(集合住宅の立地選定に関する都市的研究)
　　報告書の表題は、Pengkajian & Penerapan Perencanaan & Desain Rumah Susun serta
　Lingkungannya(集合住宅と団地の計画及び設計の評価と実施)
　この年度に、実験住宅の建設場所がジャカルタのパサールジュマットに決定され、実施
設計が開始された。実施計画を補うために、構造実験棟の中にモックアップが作成された
（木造１ユニット分）。また、集合住宅団地が計画されているバンドン、アンボン、ウジュ
ンパンダンを対象に、建設適地選定とフィージビリティ検討のための調査が行われた。

　◇1996/97年度研究課題：(1) Sistem Pembiayaan (資金計画)
　　　　　　　　　　　　  (2)  Sistem Pemilikan Rumah Susun (集合住宅の所有形態)
　　　この年度、従来の計画・防火・情報普及の３チームが拡大計画チームに統合された。
　　　報告書のタイトルは、Pengkajian & Pengembangan Perencanaan, Rancangan & Kenyamanan
　　Hunian (住戸の計画・設計及び快適性に関する評価と開発) として、以下の内容を含む：
　　　(1) Perencanaan & Perancangan Kenyamanan Hunian (生活の快適性の計画・設計)
　　　(2) Perhitungan Harga Sewa & Jual Rumah Susun (集合住宅の家賃及び販売価格計算）
　　　(3) Metode Penyampaian Informasi di Rumah Susun (集合住宅における情報普及方法)
　　　パサール・ジュマットの着工が遅れていることに鑑み、チームは、人間居住研究所構内
　　に２層４戸分の21平米タイプのモックアップを作成した。
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　◇1997/98年度研究課題：(1) Pengelolaan Kawasan (団地経営)
　　　　　　　　　　　　 (2) Pengelolaan Operation & Maintenance (維持修繕)
　　　報告書のタイトルは、Pengkajian & Pengembangan Sistem Perencanaan Kenyamanan &
　　Diseminasi teknologi Rumah Susun (快適性の計画システムの評価と開発及び集合住宅の技
　　術普及) として、以下の内容を含む：
　　　(1) Perencanaan Rumah Susun Sederhana Ditinjau Dari Aspek Kenyamanan
　　　　　（快適性の観点からのローコスト集合住宅の計画）
　　　(2) Penyebarluasan Teknologi Rumah Susun Sederhana (集合住宅の技術普及）
　　　(3) Sistem Pengelolaan Rumah Susun Sederhana (ローコスト集合住宅の経営システム)
　　　上記のモックアップに家具等の内装を施し住める状態にして、バンドンの既設集合住宅
　　の住民を被験者とした評価実験を実施した。

　◇1998/99年度研究課題：Penyusunan Panduan-panduan ( 集合住宅設計マニュアル編集)
　　　前年度に決定した目次構成と執筆分担に従い、設計資料修正の執筆に入った。但し予算
　　執行は凍結されたままである。

　◇関連技術基準等：この研究協力に関連してチームが起草した基準類
　　Tata Cara Perencanaan Sarana & Prasarana Lingkungan Rumah Susun Sederhana (ローコスト
　　集合住宅の団地施設の設計法)
　　Kebijakan Mengenai Rumah Susun Sewa (賃貸集合住宅指針)
　　Spesifikasi Ruang Terbuka Rumah Susun Sederhana (ローコスト集合住宅のオープンスペース
　　の仕様)
　　　以上３本は、作文は完了しているが、現時点ではまだ法的にはオーソライズされていな
　　いようである。これらは、本省都市住宅総局技術局の担当者、人間居住研究所の計画チー
　　ム担当者、バンドンのパラヒヤンガン大学講師、住宅都市開発公団等がWGを構成して起草
　　したものである。安藤長期専門家、小林短期専門家等も人間居住研究所内で行われた検討
　　会にはオブザーバーとして出席を要請され、意見を求められたことがある。
　　　Spesifikasi Satuan Rumah Susun Modular (モデュールによる集合住宅団地の仕様)
　　　SK.SNI.S.01.1993-03
　　　これは、既にオーソライズされ、国のスタンダード（SNI:Standar Nasional Indonesia) と
　　して登録されているが、プロジェクトの初期のものである。
　　　（参考）
　　　Tata Cara Perencanaan Rumah Susun Modular (モデュールによる集合住宅設計方法)
　　　SNI.T.13 1991-03 (Indonesian National Standard Serial Number)
　　　これは、計画チームのメンバーにより起草され既にオーソライズされたものであるが、
　　この事業以前のものであるため、その成果が反映されているとは言えない。
　　　従って、この事業の成果として認められるのは、上記のスタンダード案３本と、スタン
　　ダードとしてオーソライズされた１本、計４本である。

　◇執筆中の設計資料集成（マニュアル）の骨子
　　１．全般事項　1－1．集合住宅の必要性/1－2．建設全体フロー図/1－3．役割分担/1－4．
　　　　必要図書一覧
　　２．事前調査　2－1．入居者データ/2－2．一般法規/2－3．現地関連法規/2－4．
　　　　地形地質/2－5．電力供給/2－6．水源/2－7．排水路/2－8．ゴミ処理
　　３．事業企画　3－1．分譲賃貸/3－2．資金計画/3－3．建設主体/3－4．設計者/3－5．
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　　　　仕上の程度
　　４．計画　4－1．配置/4－2．住棟/4－3．設備/4－4．屋外空地/4－5．屋外共同施設/4－6．
　　　　屋内共同施設/4－7．関連技術基準/4－8．建設システム/4－9．構造材料
　　５．設計　5－1．廊下型/5－2．階段等/5－3．住戸内室構成/5－4．家具等/5－5．
　　　　浴室/5－6．仕様諸元表/5－7．照明/5－8．換気/5－9．防火/5－10．衛生設備/5－11．
　　　　配管/5－12．配線
　　６．積算　6－1．平米単価概算/6－2．工事別積算/6－3．詳細積算
　　７．建設　7－1．設計図書/7－2．入札/7－3．契約/7－4．分業体制/7－5．報告システム
　　８．維持管理　8－1．所有者・入居者組織/8－2．入居者選考/8－3．維持管理システムと
　　　　指導
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 (3) 防火分野報告書等

　チームは既存集合住宅の火災安全性評価から出発。1996年度からは10階建のコストを考慮し
た火災安全対策に邁進し、実験住宅の実証的評価を行う責務を負う。チームは、現行の1985年
の火災安全基準の改定の責務を負う。

　◇1994/95年度研究課題：Pengkajian Sistem Pengamanan Bangunan Rumah Susun dan Lingkungannya
　　terhadap Bahaya Kebakaran (集合住宅と団地の火災安全保証システムの評価)
　　　インドネシアの既存の集合住宅の実態調査と、インドネシア・日本・シンガポール・オ
　　ーストラリアの既存の技術基準の評価を行った。

　◇1995/96年度研究課題：Pengkajian dan Penerapan Sistem Pengamanan Bangunan Rumah Susun
　　dan Lingkungannya terhadap Kebakaran (火災に関する集合住宅と団地の安全性の評価分析)
　　　茂木短期専門家の支援のもと、チームは実験的研究を行った。専門家自身のカウンター
　　パートに関する評価は低かったが、インドネシア側の同専門家の貢献に対する評価は高い。

　◇1996/97年度研究課題：チームは、拡大計画チームに編入される。実験住宅の基本設計が５
　　階建から10階建に変更されたことにより、ジャカルタ市当局の適用基準がより厳しいもの
　　に変更された。例えば、各部材に対して３時間耐火が要請され、また各戸へのスプリンク
　　ラー設置が義務づけられる。これらの条件は、建設コストの著しい上昇をもたらすもので
　　あった。例えば近年竣功したジャカルタ市住宅供給公社によるBendungan Hilir団地はこれ
　　を遵守した計画である。
　　　これに対して、チームは、日本人専門家の協力下、フラッシュ・オーバー現象の理論的
　　分析を行い、スプリンクラーを用いない代替的な解決を提案した。避難梯子を用いた代替
　　案も提案した。
　　　これらの市基準を超えた代替案は実験的に受け付けられたが、５年間の期限付きであり、
　　これらが後の研究によって実証されないかぎり仮説的・暫定的なものである。

　◇1997/98年度研究課題：Kenyamanan Thermal pada Ruang Dalam Sarusun F-21
　　　Rusun Bendungan Hilir-Jakarta (ジャカルタのブンドゥンガン・ヒリル団地における住戸
　　内の温熱快適性)
　　　研究対象が、従来の防火から著しく変更されたが、住戸内の空気の温度を測定するとい
　　う、方法的に共通するものがあり、担当者は、日本人からの指導なしに日本からの供与機
　　材をうまく操作し、目的を達成した。

　◇1998/99年度研究課題：Penyusunan Panduan-panduan (マニュアル執筆)
　　　チームにより現行防火設計基準の改定作業が行われている。既存の基準は、古い1985年
　　の大臣通達「建築物のための防火」である。来る８月までに、チームは改訂案を提示しな
　　ければならない。
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 (4) 衛生配管分野報告書等

　◇1994/95年度研究課題：Pengkajian dan Evaluasi Sistem Plambing dan pengolahan Air di Rumah
　　Susun (集合住宅における配管と水処理の評価)
　　　パレンバン・イリルバラット団地、ジャカルタ・クマヨラン団地、スマラン・プクンデ
　　ン団地を対象とした実態調査、インドネシア・日本・米国の文献収集、等

　◇1995/96年度研究課題：Pengkajian dan Evaluasi sistem Plambing dan Pengolahan Air di Rumah
　　Susun 集合住宅における配管と水処理の評価)
　　　前年度に引き続き、スラバヤ・ソンボ団地、マナンガル団地、ジャカルタ・ブンドゥン
　　ガンヒリル団地、ウジュンパンタン・レッテ団地の実態調査
　　　この年度に、短期専門家の支援のもと、パサール・ジュマットの実験住宅の配管設計を
　　行っている。

　◇1996/97年度研究課題：Pengkajian dan Pengembangan Sistem Plambing Penyediaan Air Minum
　　dan Pengelolaan Limbah Rumah Susun (集合住宅の飲料水給水と汚水処理システムの評価と
　　開発)
　　　チレボン市水道局施設に設置された浄化槽設備の調査、バタム島のムカクニン団地・タ
　　ンジュンピアユ団地の配管の調査を実施。バンドン・サリジャディ団地、トゥランガ実験
　　集合住宅（RIHS職員が入居）で水使用量の計測を行う。

　◇1997/98年度研究課題：Pengkajian dan Penerapan Sistem Plambing dan Sanitasi di Rumah Susun
　　(集合住宅の配管と衛生設備の評価と実施設計)
　　　ジャカルタ・ブンドゥンガンヒリル団地の水使用量の計測と便槽のBODデータ収集を行う。

　◇1998/99年度研究課題：Pengkajian dan Penerapan Sistem Plambing dan Sanitasi di Rumah Susun
　　(集合住宅の配管と衛生設備の評価と実施設計)
　　　チームは、パサール・ジュマット実験住宅の完成後、前年同様の実測等を行おうとして
　　いる。
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 (5) 広報普及分野報告書等

　◇1994/95年度研究課題：Studi Pengembangan Sistem Jaringan Informasi Teknologi Rumah Susun
　　dan Penyebarluasannya (集合住宅技術情報ネットワークシステム開発研究とその普及)

　◇1995/96年度研究課題：Pengkajian dan Penerapan Mekanisme Jaringan Teknologi Rumah Susun
　　dan Penyebaran Informasi (集合住宅技術ネットワーク機構の研究と情報普及）
　　　実際には、報告書副題に「Studi Kasus Penyebaran Informasi Kepada Penghuni Rumah susun
　　：集合住宅入居者に対する情報普及のケース・スタディ」とあるように、この年度から入
　　居者を対象とした情報普及にチームの活動目的を変更し、ジャカルタのバンダルクマヨラ
　　ン団地等の実態調査（公団による情報普及活動の実態や、住民組織等の調査）が行われた。
　　以下の５冊の団地別調査報告が作成されている。
　　１．Laporan Lapangan Pengkajian dan Penerapan Mekanisme Jaringan Teknologi Rumah Susun
　　　dan Penyebaran Informasi di Rumah Susun Kota Baru Bandar Kemayoran, Jakarta (ジャカル
　　　タ・バンダルクマヨラン団地における集合住宅技術ネットワーク機構の評価分析に関す
　　　る現地調査報告）
　　２．Laporan Lapangan Pengkajian dan Penerapan Mekanisme Jaringan Teknologi Rumah Susun
　　　dan Penyebaran Informasi di Rumah Susun Malaka dari Klender, Jakarta (ジャカルタ・クレ
　　　ンダー・ニュータウンのマラカ団地における集合住宅技術ネットワーク機構の評価分析
　　　に関する現地調査報告）
　　３．Laporan Lapangan Pengkajian dan Penerapan Mekanisme Jaringan Teknologi Rumah Susun
　　　　dan Penyebaran Informasi di Rumah Susun Sewa Dupak Sombo, Surabaya (スラバヤ・ドゥパ
　　　　ック及びソンボ賃貸集合住宅団地における集合住宅技術ネットワーク機構の評価分析に
　　　　関する現地調査報告)
　　４．Laporan Lapangan Pengkajian dan Penerapan Mekanisme Jaringan Teknologi Rumah Susun
　　　　dan Penyebaran Informasi di Rumah Susun Lette, Ujun Pandang (ウジュンパンダン・レッテ
　　　　団地における集合住宅技術ネットワーク機構の評価分析に関する現地調査報告)
　　５．Laporan Lapangan Pengkajian dan Penerapan Mekanisme Jaringan Teknologi Rumah Susun
　　　　dan Penyebaran Informasi di Rumah Susun Indal, Bandung (バンドン・インダル団地におけ
　　　　る集合住宅技術ネットワーク機構の評価分析に関する現地調査報告）

　◇1996/97年度研究課題：Pengkajian dan Pengembangan Perencanaan, Rancangan dan Kenyaman
　　Hunian (生活快適性の設計計画に関する研究開発)
　　　拡大計画チームに編入され、上記の包括的課題の下に、集合住宅の管理組合、住民組織
　　等に関する実態調査が行われ、報告書は独立した分冊「Book No.3:Metode Penyampaian
　　Informasi di Rusun 集合住宅における情報伝達方法」として纏められている。
　　　短長期専門家の協力を得て、日本の市営住宅や公団住宅のパンフレットの収集・翻訳等
　　も行われた。

　◇1997/98年度研究課題：Pengkajian dan Pengembangan Sistem Perancangan, Kenyaman dan
　　Diseminasi Teknologi Rumah Susun (集合住宅の計画システム、快適性、情報普及の研究開
　　発)拡大計画チームによる表記の包括的な課題の下、情報普及チームは、入居者向けのブッ
　　クレット「Bagaimana Tinggal di Rumah Susun集合住宅における住まい方」を編集し、100部
　　印刷して関連部局、研究者等に配布した。



－73－

　◇1998/99年度研究課題：拡大計画チームの包括的研究課題の中で、パサール・ジュマットに
　　上記のブックレットを配布し、効果等について検証する予定である。
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